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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第94期
第２四半期
連結累計期間

第95期
第２四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （百万円） 275,224 285,972 569,711

経常利益 （百万円） 18,767 15,541 41,436

四半期(当期)純利益 （百万円） 12,472 10,589 24,677

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） 24,554 12,751 38,903

純資産額 （百万円） 221,411 237,411 230,040

総資産額 （百万円） 455,713 480,484 464,972

１株当たり四半期

(当期)純利益金額
（円） 51.35 43.60 101.60

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益金額

（円） － 43.53 －

自己資本比率 （％） 46.2 46.9 46.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 18,767 19,144 43,798

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △17,028 △12,596 △27,914

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,429 1,176 △16,200

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
（百万円） 62,126 68,726 61,993

 

回次
第94期
第２四半期
連結会計期間

第95期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 25.01 16.68

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第94期第２四半期連結累計期間及び第94期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

　また、主要な関係会社の異動は、下記のとおりであります。

 

（懸架ばね事業）

　第１四半期連結会計期間より、日本発条（欧州）株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（シート事業）

　第１四半期連結会計期間より、鄭州日発汽車零部件有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

（精密部品事業）

　第１四半期連結会計期間より、トープラ アメリカ ファスナー社は重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日までの６ヶ月間）における日本経済につき

ましては、消費増税前の駆け込み需要の反動減が大きかったものの、景気の回復は緩やかながらも継続しておりま

す。

 一方、世界経済につきましては、欧州は景気が回復傾向にあるもののその動きは緩慢であり、米国は緩やかな回

復基調が継続しております。アジア地域においては、中国は景気回復に減速が見受けられ、タイは景気の回復が足

踏み状態になっており、その他の一部地域でも経済成長に減速が見られるようになっております。

 当社グループの主要な事業分野であります自動車関連は、国内販売は消費増税後の反動減があり、2,473千台で

前年同期比2.8％の減少となりました。完成車輸出は2,235千台で前年同期比4.9％の減少となりました。国内の自

動車生産台数は４-６月生産が前年を上回ったことにより、4,782千台で前年同期比0.8％の増加となりました。

 また、もう一方の主要な事業分野であります情報機器関連は、パソコン需要等の増加によるＨＤＤ（ハードディ

スクドライブ）の増産により受注が増加いたしました。

 以上のような経営環境のもと、売上高は285,972百万円（前年同期比3.9％増）となりました。また収益面では北

米での一時的な費用増加等により、営業利益は13,017百万円（前年同期比24.4％減）、経常利益は15,541百万円

（前年同期比17.2％減）、四半期純利益は10,589百万円（前年同期比15.1％減）となりました。

 

 当第２四半期末配当金につきましては、１株につき10円とさせていただきます。なお、期末配当金につきまして

は、１株につき10円を見込んでおります。

 

 セグメントの状況は以下のとおりです。

［懸架ばね事業］

 懸架ばね事業は、自動車生産が日本・北米・中国では増加したものの、タイで減少したことにより、売上高が

59,069百万円（前年同期比0.1％増）、営業利益は北米での受注増に伴う増産対応費用増等により3,379百万円（前

年同期比51.2％減）となりました。

 

［シート事業］

 シート事業は、主要客先の自動車生産が国内外で増加したことにより、売上高が125,486百万円（前年同期比

6.1％増）となりましたが、営業利益は北米での立ち上げ費用の増加等の影響があり4,828百万円（前年同期比

21.8％減）となりました。

 

［精密部品事業］

 精密部品事業は、ＨＤＤの増産や海外での自動車生産の増加があり、売上高が65,725百万円（前年同期比4.4％

増）、営業利益が3,389百万円（前年同期比28.0％増）となりました。
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［産業機器ほか事業］

 産業機器ほか事業は、国内での売上増加により、売上高は35,691百万円（前年同期比2.2％増）、営業利益は一

部事業での費用増加により1,419百万円（前年同期比2.4％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金や投資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比

べ15,512百万円増加し、480,484百万円となりました。

 負債については、転換社債型新株予約権付社債の発行等により、前連結会計年度末に比べ8,141百万円増加し、

243,073百万円となりました。

 純資産については、四半期純利益による利益剰余金の増加やその他有価証券評価差額金の増加等により、前連結

会計年度末に比べ7,371百万円増加し、237,411百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

 営業活動の結果得られた資金は19,144百万円となり、前年同四半期と比べ377百万円の増加となりました。これ

は主に売上債権の減少によるものです。

 投資活動の結果支出した資金は12,596百万円となり、前年同四半期と比べ4,432百万円の減少となりました。こ

れは主に貸付けによる支出の減少によるものです。

 財務活動の結果は1,176百万円の収入となり、前年同四半期と比べ2,605百万円の増加となりました。これは主に

転換社債型新株予約権付社債の発行によるものです。

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は前年同四半期末に比べ6,600百万円増

加し、68,726百万円となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

（基本方針の内容）

 当社は経営の健全性を維持し企業価値を継続的に高めていくために、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要

な施策を実施することを基本的な方針としております。

 この基本的な方針をふまえ、株主、顧客、取引先、地域社会、従業員等当社をとり巻くあらゆるステークホル

ダーに対して企業としての責任を果たすことにより、良好な関係の維持に努めております。

 当社は従来より監査役会設置会社形態を採用しております。平成17年６月よりコーポレート・ガバナンスの見直

しの一環として執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督と業務執行機能とに分離・明確化を図りました。各

事業部にそれぞれの事業に精通した執行役員を配置して業務を執行し、取締役・監査役により監督・監査する体制

をとることにより経営の質を高めております。

 

(5）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、7,430百万円であります。なお、当

第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年11月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 244,066,144 244,066,144
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であ

ります。

計 244,066,144 244,066,144 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2019年満期米ドル建転換社債型新株予約権付社債（平成26年９月22日発行）

決議年月日 平成26年９月３日

新株予約権の数 2,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 9,174,311株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 10.90米ドル（注）２

新株予約権の行使期間
平成26年10月６日から

平成31年９月６日まで（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額
（注）４

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付さ

れたものであり、本社債からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項 （注）６

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７

（注）１. 本新株予約権の行使により当社が交付する当社普通株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額

を（注）２記載の転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金

による調整は行わない。

２. イ 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金

額と同額とする。

ロ 本新株予約権の行使時の払込金額（以下「転換価額」という。）は米ドル建とし、当初、10.90米ドル

とする。

ハ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通

株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。な

お、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社の保有するものを除く。）

の総数をいう。
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既発行
株式数

＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの
払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

 また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定限度を超える配当の支払い、当社普通株式の時

価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の発行が行われる場合その他一定の場合にも適宜調整されることがある。

３. 本新株予約権の行使期間は、2014年10月６日から2019年９月６日の銀行営業終了時（ルクセンブルク時

間）までとする。但し、(ⅰ)本社債の繰上償還の場合には、当該償還日の５営業日（以下に定義する。）

前の日の銀行営業終了時（ルクセンブルク時間）まで、(ⅱ)本社債の買入消却の場合には、本新株予約権

付社債が消却のためにMizuho Trust & Banking (Luxembourg) S.A.に引き渡された時まで、また(ⅲ)期限

の利益の喪失の場合には、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2019年９月６日の銀行

営業終了時（ルクセンブルク時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。

上記にかかわらず、当社の組織再編等（以下に定義する。）を行うために必要であると当社が合理的に判

断した場合には、組織再編等の効力発生日から14日以内のいずれかの日に先立つ30日以内の当社が指定す

る期間中、本新株予約権を行使することができないものとする。

上記にかかわらず、本新株予約権は、本新株予約権の行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該

暦日が東京営業日（以下に定義する。）でない場合は翌東京営業日）が、株主確定日（以下に定義す

る。）の２東京営業日前の日（当該株主確定日が東京営業日でない場合には、当該株主確定日の３東京営

業日前の日）（その日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京営業日でない場合に

は、当該株主確定日の翌東京営業日）（その日を含む。）までの期間に該当する場合には、行使すること

ができない。但し、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使に係る

株式の交付に関する日本法、規制又は実務が変更された場合、当社は、本段落による本新株予約権を行使

することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。

「組織再編等」とは、合併行為（以下に定義する。）、会社分割行為（以下に定義する。）、持株会社化

行為（以下に定義する。）及びその他の本社債に基づく当社の義務を承継会社等に承継させる組織再編行

為をいう。

「合併行為」とは、当社が他の法人と新設合併し、又はこれに吸収合併される（当社が存続会社となる新

設合併又は吸収合併を除く。）旨の決議が当社の株主総会（又は、株主総会における決議が必要でない場

合には、当社の取締役会）で承認された場合をいう。

「会社分割行為」とは当社が新設分割又は吸収分割を行う（本社債に基づく当社の義務を当該分割の相手

方に承継させる場合に限る。）旨の決議が当社の株主総会（又は、株主総会における決議が必要でない場

合には、当社の取締役会）で承認された場合をいう。

「持株会社化行為」とは、当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる旨の決議が当

社の株主総会（又は、株主総会における決議が必要でない場合には、当社の取締役会）で承認された場合

をいう。

「株主確定日」とは、社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主を確定するために定

められた日をいう。

「営業日」とは、ロンドン、ルクセンブルク及び東京において銀行が通常の営業を行っている日をいい

「東京営業日」とは、東京において銀行が営業を行っている日をいう。

４. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を

生じる場合はその端数を切り上げた額とする。

５. イ 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

ロ 2019年６月20日（但し、当日を除く。）までは、本新株予約権付社債権者は、ある四半期（１暦年を

３ヶ月に区切った期間をいう。以下、本ロにおいて同じ。）の最後の取引日（以下に定義する。）に終

了する20連続取引日において、それぞれの取引日における当社普通株式の終値を当該取引日における為

替レート（以下に定義する。）により米ドルに換算し１セント未満を四捨五入した金額が、当該最後の

取引日において適用のある転換価額の120％（１セント未満を四捨五入）を超えた場合に限って、翌四

半期の初日から末日（但し、2019年４月１日に開始する四半期に関しては、2019年６月19日）までの期

間において、本新株予約権を行使することができる。但し、本ロ記載の本新株予約権の行使の条件は、

以下①、②及び③の期間は適用されない。

① 株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（Ｒ＆Ｉ）による当社の長期個別債務格

付又は本新株予約権付社債の格付（格付がなされた場合に限る。以下同じ。）がＢＢＢ－（格付区

分の変更が生じた場合には、これに相当するもの）以下である期間

EDINET提出書類

日本発條株式会社(E01367)

四半期報告書

 7/24



② 当社が、本新株予約権付社債権者に対して、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間

③ 当社が組織再編等を行うにあたり、上記（注）３記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限

り、当該組織再編等の効力発生日の30日前以後当該組織再編等の効力発生日の１日前までの期間

なお、一定の日における当社普通株式の「終値」とは、株式会社東京証券取引所におけるその日

の当社普通株式の普通取引の終値をいう。また、「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開

設されている日をいい、当社普通株式の終値が発表されない日を含まない。

一定の日における「為替レート」とは、当該日における直物外国為替レートをいい、当該日の午

後３時（日本時間）現在のロイター・スクリーン・ページ「JPNU」（又は米ドル円の為替レート

を表示する代替ページ）に表示される米ドル円直物外国為替レートの仲値により決定される。ロ

イター・スクリーン・ページに当該レートが表示されない場合には、本新株予約権付社債の要項

記載の新株予約権行使請求受付代理人が誠実かつ商業上合理的に決定したレートをいう。

６. 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と

同額とする。

７. イ 組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社

債の要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させることができる。かかる

承継をさせる場合、当社は、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付させるものとし、また、

承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするもの

とする。本イ記載の当社の努力義務は、当社がMizuho International plcに対して承継会社等の普通

株式が、関連する組織再編等の効力発生日において上場が達成されていること又は上場が維持されて

いることを当社がその時点で想定していない旨の当社代表取締役の署名した証明書を当該組織再編等

の生じた日又はその前に交付する場合には、適用されない。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予

約権に係る当社の義務を承継する会社をいう。

ロ 上記イの定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

① 新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。

② 新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の

条件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従

う。なお、転換価額は上記（注）２.ハと同様の調整に服する。

(ⅰ) 合併行為（上記（注）３に定義する。）又は持株会社化行為（上記（注）３に定義する。）

の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られる

数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通株式の数

を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領で

きるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の

時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにす

る。

(ⅱ) 組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合

に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力

発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定

める。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該社債の価

額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日から、上記（注）３に定める本新株予約権の行使期間の満了日までと

する。
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⑥ その他の新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。また、承継会社等の新株予約権の行使は、上記

（注）５.ロと同様の制限を受ける。

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額

は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧ 組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

⑨ その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

ハ 当社は、上記イの定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に承継させる場合、本新株予約権

付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要項に従う。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年９月30日 － 244,066,144 － 17,009 － 17,295
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行 退職給付信託 

大同特殊鋼口 共同受託者 日本マス

タートラスト信託銀行株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 30,892 12.66

双日株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号 11,346 4.65

株式会社メタルワン 東京都港区芝三丁目23番１号 11,118 4.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,538 3.91

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託

 神戸製鋼所口 再信託受託者 資産管

理サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

9,504 3.89

NORTHERN TRUST CO． （AVFC） RE 

15PCT TREATY ACCOUNT 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

東京都中央区日本橋三丁目11番１号 7,231 2.96

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 6,986 2.86

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託

 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管

理サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

5,753 2.36

株式会社横浜銀行

（常任代理人 資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

5,718 2.34

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人 日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,184 2.12

計 － 103,272 42.31

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

三菱ＵＦＪ信託銀行 退職給付信託 大同特殊鋼口 共同受託者 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社                                                             30,892千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）                              9,538千株

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 神戸製鋼所口 再信託受託者 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社                                                            9,504千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                                  6,986千株

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社                                                            5,753千株
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２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより平成26年３月31日付で大量保有報告書の提出があり、平

成26年３月24日現在で次のとおり当社の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成

26年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、当該報告書の記載内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,407 0.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 9,851 4.04

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 365 0.15

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号 661 0.27

計 － 12,285 5.03

 

３．株式会社みずほ銀行より平成26年10月７日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成26年９月30

日現在で次のとおり当社の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成26年９月30日

現在における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該報告書の記載内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 10,909 4.34

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 4,484 1.78

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,793 1.11

Mizuho International plc
Bracken House, One Friday Street,

London, EC4M 9JA, United Kingdom
2,981 1.19

計 － 21,168 8.42

 

４．野村證券株式会社より平成26年６月20日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成26年６月13日

現在で次のとおり当社の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成26年９月30日現

在における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該報告書の記載内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 292 0.12

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
54 0.02

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 10,763 4.41

計 － 11,110 4.55
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

          1,171,900

－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は、100株であ

ります。

完全議決権株式（その他） 普通株式  242,690,000 2,426,900 同上

単元未満株式
普通株式

            204,244
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。

発行済株式総数 244,066,144 － －

総株主の議決権 － 2,426,900 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株式、日発販売株式会社名

義（平成24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の株式が300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個、日発販売株式会社名義（平成

24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の議決権の数３個が含まれております。なお、当該

日発販売株式会社名義の株式300株（議決権の数３個）につきましては、同社は実質的には株式を所有して

おりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 56株

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

日本発条株式会社
横浜市金沢区福浦

三丁目10番地
1,171,900 － 1,171,900 0.48

計 － 1,171,900 － 1,171,900 0.48

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

 

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 62,256 69,170

受取手形及び売掛金 126,652 125,589

商品及び製品 14,228 14,796

仕掛品 8,355 10,133

原材料及び貯蔵品 11,105 11,757

部分品 3,549 3,706

繰延税金資産 4,251 4,574

その他 19,880 19,645

貸倒引当金 △105 △23

流動資産合計 250,175 259,350

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 125,626 128,422

減価償却累計額 △78,992 △80,710

建物及び構築物（純額） 46,633 47,712

機械装置及び運搬具 201,818 207,148

減価償却累計額 △160,385 △164,045

機械装置及び運搬具（純額） 41,432 43,103

土地 32,166 31,526

リース資産 3,384 2,733

減価償却累計額 △1,890 △1,626

リース資産（純額） 1,493 1,107

建設仮勘定 8,911 7,066

その他 55,658 58,404

減価償却累計額 △48,713 △49,349

その他（純額） 6,945 9,054

有形固定資産合計 137,583 139,571

無形固定資産 4,669 4,739

投資その他の資産   

投資有価証券 55,859 61,484

長期貸付金 3,719 2,640

繰延税金資産 4,095 4,605

その他 9,034 8,256

貸倒引当金 △164 △162

投資その他の資産合計 72,544 76,823

固定資産合計 214,797 221,134

資産合計 464,972 480,484
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 77,972 78,696

電子記録債務 28,637 30,356

短期借入金 10,759 8,015

未払法人税等 8,120 3,776

繰延税金負債 878 741

役員賞与引当金 249 148

設備関係支払手形 1,464 2,073

その他 38,606 37,966

流動負債合計 166,688 161,773

固定負債   

社債 20,000 20,000

転換社債型新株予約権付社債 － 10,945

長期借入金 20,254 17,558

リース債務 1,308 1,019

繰延税金負債 8,464 9,446

退職給付に係る負債 15,444 19,417

役員退職慰労引当金 545 580

執行役員退職慰労引当金 598 677

その他 1,627 1,653

固定負債合計 68,243 81,299

負債合計 234,932 243,073

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,009 17,009

資本剰余金 19,308 19,308

利益剰余金 163,920 169,131

自己株式 △796 △797

株主資本合計 199,441 204,651

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,740 19,797

為替換算調整勘定 4,782 3,474

退職給付に係る調整累計額 △2,695 △2,367

その他の包括利益累計額合計 18,828 20,904

少数株主持分 11,770 11,855

純資産合計 230,040 237,411

負債純資産合計 464,972 480,484
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 275,224 285,972

売上原価 239,091 252,820

売上総利益 36,132 33,152

販売費及び一般管理費 ※ 18,922 ※ 20,134

営業利益 17,210 13,017

営業外収益   

受取利息 374 418

受取配当金 366 543

持分法による投資利益 222 34

為替差益 874 1,617

その他 813 775

営業外収益合計 2,652 3,389

営業外費用   

支払利息 297 206

固定資産除却損 244 187

その他 553 470

営業外費用合計 1,094 865

経常利益 18,767 15,541

特別利益   

固定資産売却益 － 153

負ののれん発生益 77 －

特別利益合計 77 153

特別損失   

減損損失 － 601

関係会社出資金評価損 35 －

特別損失合計 35 601

税金等調整前四半期純利益 18,810 15,094

法人税等 5,579 3,799

少数株主損益調整前四半期純利益 13,231 11,294

少数株主利益 759 705

四半期純利益 12,472 10,589
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 13,231 11,294

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,127 3,064

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 8,245 △1,986

退職給付に係る調整額 － 330

持分法適用会社に対する持分相当額 △50 47

その他の包括利益合計 11,322 1,456

四半期包括利益 24,554 12,751

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 22,931 12,389

少数株主に係る四半期包括利益 1,622 361
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 18,810 15,094

減価償却費 10,253 10,279

減損損失 － 601

退職給付引当金の増減額（△は減少） △228 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △148

受取利息及び受取配当金 △741 △961

支払利息 297 206

為替差損益（△は益） △276 △576

持分法による投資損益（△は益） △222 △34

有形固定資産除売却損益（△は益） 226 0

売上債権の増減額（△は増加） △3,845 568

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,067 △2,277

仕入債務の増減額（△は減少） 2,437 1,737

その他 △1,229 1,557

小計 24,413 26,047

利息及び配当金の受取額 1,368 1,802

利息の支払額 △319 △217

法人税等の支払額 △6,694 △8,486

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,767 19,144

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 85 △83

有形固定資産の取得による支出 △9,591 △9,611

有形固定資産の売却による収入 1,014 246

無形固定資産の取得による支出 △480 △276

投資有価証券の取得による支出 △3,199 △1,784

投資有価証券の売却及び償還による収入 14 －

貸付けによる支出 △4,445 △1,663

貸付金の回収による収入 1,058 690

その他 △1,484 △113

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,028 △12,596

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 997 564

短期借入金の返済による支出 △872 △139

長期借入れによる収入 10,000 －

長期借入金の返済による支出 △8,933 △6,512

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 20,000 20,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △20,000 △20,000

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 10,945

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △560 △604

配当金の支払額 △1,943 △2,428

少数株主への配当金の支払額 △116 △646

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,429 1,176

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,067 △1,375

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,376 6,348

現金及び現金同等物の期首残高 57,009 61,993

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,740 384

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 62,126 ※ 68,726
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

(1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、日本発条（欧州）株式会社、鄭州日発汽車零部件有限公司及びトープラ

アメリカ ファスナー社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数

35社

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が4,849百万円増加し、利益剰余金が3,137

百万円減少しております。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 保証債務

     連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。

     債務保証

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

非連結子会社 2,319百万円 1,456百万円

従業員 92 〃 85 〃

合計 2,412 〃 1,541 〃

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年９月30日）

給料・手当・賞与 8,730百万円 9,262百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金 62,175百万円 69,170百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △48 〃 △444 〃

現金及び現金同等物 62,126 〃 68,726 〃
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,943 8.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 利益剰余金 2,428 10.0 平成25年９月30日 平成25年12月５日

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,428 10.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年11月６日

取締役会
普通株式 利益剰余金 2,428 10.0 平成26年９月30日 平成26年12月５日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 59,002 118,307 62,983 34,931 275,224 － 275,224

セグメント間の内部

売上高又は振替高
931 21 790 3,561 5,304 △5,304 －

計 59,933 118,329 63,773 38,492 280,529 △5,304 275,224

セグメント利益

（営業利益）
6,931 6,177 2,647 1,454 17,210 － 17,210

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額5,304百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 59,069 125,486 65,725 35,691 285,972 － 285,972

セグメント間の内部

売上高又は振替高
987 13 817 4,128 5,946 △5,946 －

計 60,056 125,499 66,543 39,819 291,919 △5,946 285,972

セグメント利益

（営業利益）
3,379 4,828 3,389 1,419 13,017 － 13,017

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額5,946百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

変更したことに伴い、報告セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

 なお、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）
 
 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 51.35円 43.60円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 12,472 10,589

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 12,472 10,589

普通株式の期中平均株式数（千株） 242,896 242,894

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 円 43.53円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 401

 （うち新株予約権付社債（千株）） － (401)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

２【その他】

　第95期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）中間配当については、平成26年11月６日開催の取締役会

において、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しま

した。

①　配当金の総額 2,428百万円

②　１株当たりの金額 10.0円

③　支給請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月７日

日本発条株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 若　　松　　昭　　司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日　　置　　重　　樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本発条株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本発条株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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